
「水道施設耐震工法指針・解説 2022年版」が2022年6月に改訂されました。今回の改訂に当

たっては、2011年東北地方太平洋沖地震をはじめ、数多くの地震被害事例から得られた知見や

教訓を踏まえ、①要求性能の定義、②危機耐性の導入、③性能規定型設計の徹底、④合理的

な解析手法の選定の4つの方針に主眼が置かれています。

①要求性能の定義

従前では、水道施設に求められる性能は耐震性能1～3と区分されていました。改訂によ

り性能設計を進めるべく、要求性能として「使用性」、「復旧性」、「安全性」、「危機耐性」が

定義され、施設ごとに限界状態が設定されています。

②危機耐性の導入

危機耐性は、安全性で定義した事象を超えて安全性が損なわれた場合にも水道施設が

危機的な状況に至る可能性を小さくする性能であり、今回の改訂で新たに取り入れられ

た、想定外や不確実性に対応する概念となります。

③性能規定型設計の徹底

地震時に各々の水道施設が保有すべき要求性能を確保できるよう、性能規定型設計を

軸とする内容になっています。これにより、対象施設（又は構成部材）ごとに限界状態を設

定し、要求される性能を満足するように設計します。

④合理的な解析手法の選定

水道施設の構造・地盤条件に応じ、動的解析や非線形解析等の様々な解析手法から最

適な方法を設計者が選定する必要があり、地震動の作用を適切に考慮でき、地震時挙動

を精度よく評価できる動的解析を用いることが標準とされています。

耐震性能から要求性能へ

耐震対策（補強・更新）は、その方法によっては、非常に高額な費用の発生を伴う場合があります。さらに、施設の運用を停止でき

ないため耐震補強が実施できない構造物や管路が多く、特に基礎杭や基礎地盤の液状化対策等は構造物直下を対象とするため

施工が困難な場合があります。また、簡易な解析手法を用いた耐震診断では、過去の地震被害において報告がないような現象を示

すことも多く見られ、解析結果と実際の現象に大きな乖離が生じる場合もあります。こういった課題により、円滑に耐震対策が進まな

いケースも見られるのが現状と考えます。

そこで、当社では、実際の地震被害をできるだけ“精度良く”評価できる手法の適用を第一とし、水道施設の様々な被害シナリオに

ついて具体的にイメージした高度な解析を行うことで無駄な投資を避け、各水道施設に要求される地震時の性能に見合った合理的

な耐震対策の選定が何より重要と考えています。これは、設計者判断によることが多いため、水道施設を対象とした高度な解析によ

り照査した実績が求められます。

合理的な耐震設計のご提案

図1 水道施設耐震工法指針・
解説 2022年版
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当社実績の一例

被害シナリオ分析に基づく合理

的な耐震設計事例（浄水場新設

設計）では、以下のような提案を

行いました。

耐震計算法：動的非線形解析

解析モデル：地盤－構造物連

成モデル（地盤：FEMモデル）、

3次元性を考慮

被害シナリオ：地盤変状や地

震時の地盤応答が施設に与え

る影響が大きいため、地盤の

変化を詳細に評価

危機耐性：想定困難な地震動・

地盤変状、地盤変位、津波を

考慮

その他、地上水槽（PC製・鋼

製）、埋設管路等の耐震化に

ついて、お気軽にご相談くださ

い。

公益社団法人 日本水道協会「水道施設耐震工法指針・解説 2022年版 Ⅲ 設計事例編」を加工して作成
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高度な技術の開発・追求

当社では、耐震関連技術を通じ水道事業に貢

献するため、図3のような社内・社外の取組みを実

施しています。また、土木学会や耐震基準類の改

訂作業等の社外活動を通じて、地震被害の分析

やそれに整合する耐震計算法の検討を日々実施

しています。それらの成果を公表することで、多く

の方からの意見をいただき、さらに検討を行ってい

ます。

この取組みにより、精度の高い耐震診断や効果

的な耐震対策を、比較的安価な設計費用にて提

供できるシステムを構築しています。

図3 社内外の活動と耐震関連技術の向上

図2 被害シナリオ分析に基づく合理的な耐震設計事例（浄水場新設設計）
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